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【要旨】

社会資本のグリーン化に向け公共緑地で大量に発生する草木バイオマスの有望な利用方法の一つとして考えら

れる下水処理場での嫌気性消化技術導入に必要な知見を収集するために、刈草もしくは爆砕処理したコナラチッ

プと下水汚泥の混合嫌気性消化に関する実験を行った。刈草と下水汚泥の混合嫌気性消化実験について、単独消

化時よりも混合消化時に、メタンガス生成量の増加することが示された。コナラチップと下水汚泥の混合嫌気性

消化実験について、従来の爆砕処理よりも弱い圧力 0.9 MPa および温度 178℃の条件下でも、50%程度のメタン

転換率が得られた。また、地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲を明らかにするため、嫌気性消化槽を有

する既存の下水処理場で、刈草を下水汚泥と混合して嫌気性消化する事業の実施に伴う追加的な温室効果ガス排

出量、および、刈草を嫌気性消化しメタンガスを得て、発電することによる温室効果ガス排出削減量を試算した

ところ、地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲は、下水処理場から直線距離で31km以下の地域であった。 

キーワード：爆砕処理、メタン発酵、地球温暖化対策、温室効果ガス、刈草

1．はじめに  

地球温暖化対策の推進の観点から、国は地方公共団体

と連携を図りつつ、温室効果ガスの排出の抑制等のため

に必要な施策を推進するように努めるものとされている

1)。 

一方で、河川、道路、公園、ダムなどの公物管理のた

め、草や木が多量に伐採・処分されている。それらをエ

ネルギーや堆肥などの有機資材として有効利用し、化石

資源由来のエネルギーやそのエネルギーの消費により製

造される製品を代替できれば、温室効果ガスの排出を削

減し、地球温暖化対策として貢献が可能である。

本研究は、公共緑地等バイオマスを資源として位置づ

け、恒久的に利用していくための要素技術やシステムを

提示することが目的である。平成 26 年度は、提示にあ

たり、刈草もしくは爆砕処理したコナラチップと下水汚

泥の混合嫌気性消化実験を行った。また、嫌気性消化槽

を有する既存の下水処理場で、刈草を下水汚泥と混合し

て嫌気性消化する事業の地球温暖化対策として有効な刈

草の収集範囲を試算した。 

2．草木バイオマスと下水汚泥の混合嫌気性消化に関す

る実験

2．1  目的

 公共緑地等バイオマスの有望な利用方法の一つとして

下水処理場での嫌気性消化が考えられ、新潟市での検討

事例も報告されている 2), 3)。刈草については、特殊な前処

理を行わなくても裁断のみで、ある程度のメタン転換が

期待できることが示されている 4), 5)。刈草単独よりも下水

汚泥との混合条件下で、刈草のメタン転換率向上が示さ

れているものの、混合比の影響についての詳細は不明で

ある。また、草木バイオマスの種類によりメタン転換率

は異なり、刈草よりも頑丈な構造のイタドリや木質バイ

オマスなどでは、前処理が必要であると考えられる。メ

タン転換率向上のための前処理手法として、土木研究所

では木質系バイオマスを対象とした蒸煮・爆砕の技術を

開発してきており、その適用性が示されている 6), 7)もの

の、200℃および2 MPa以上での処理となり、必要とな

るエネルギーや圧力容器管理の点が課題である。 

 そこで本年度は、異なる刈草と下水汚泥の混合条件下

での混合嫌気性消化特性、ならびに異なる条件の爆砕処

理を施したコナラチップと下水汚泥の混合嫌気性消化特

性を、室内実験により調査した。

2．2  実験方法 

2.2.1  刈草と下水汚泥の混合嫌気性消化 

用いた下水汚泥および刈草の性状は、昨年度と同様で

ある 4)。下水汚泥は、標準活性汚泥法を採用している都
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市下水処理場のものである。混合汚泥の固形物（TS）濃

度は 2%程度であるので、実験室での遠心分離操作によ

り、4%程度まで濃縮した。刈草は、土木研究所内で採取

し、10 mm程度に裁断した。 

刈草と下水汚泥の混合比の影響を確認するための回分

式実験を、高温（55℃程度）条件下で行った。実験条件

は、表1に示すとおりである。種汚泥（高温消化汚泥）

1.14 gVSに対して、刈草（4段階）×下水汚泥（3段階）

で、混合影響を調査した。それぞれの実験を、3 ケース

ずつ行った。用いたバイアルの容積は130 mLで、消化

汚泥、下水汚泥および刈草を投入後イオン交換水で 100 

mLにそろえた。そして、窒素ガスで3分間ヘッドスペ

ースを置換し、恒温振とう器にて培養しながら、メタン

ガス発生量の経時変化を測定した。 

 

表1 刈草と下水汚泥の混合比影響調査実験条件 

 
種汚泥 
(gVS) 

刈草 
(gVS) 

下水汚泥 
(gVS) 

種汚泥/ 
基質比 

(-) 
C1-1 

(ブランク) 1.14 0 0 - 

C1-2 1.14 0.09 0 13 
C1-3 1.14 0.18 0 6.5 
C1-4 1.14 0.26 0 4.3 
C2-1 1.14 0 0.18 6.5 
C2-2 1.14 0.09 0.18 4.3 
C2-3 1.14 0.18 0.18 3.2 
C2-4 1.14 0.26 0.18 2.6 
C3-1 1.14 0 0.35 3.2 
C3-2 1.14 0.09 0.35 2.6 
C3-3 1.14 0.18 0.35 2.2 
C3-4 1.14 0.26 0.35 1.9 

 

2.2.2  コナラチップと下水汚泥の混合嫌気性消化 

コナラチップを対象にした爆砕処理の効果を確認する

ための回分式実験を、中温（35℃程度）および高温（55℃

程度）条件下で行った。 

コナラチップの爆砕条件は表 2 に示すとおりで、W1

～W4 の 4 種類を設定した。W4 が、従来の爆砕処理と

同様の条件である。対して、W1およびW2は、圧力を

0.9 MPa、温度を178℃に設定し、処理時間をそれぞれ

60分および180分とした。W3については、まず圧をか

けずに従来と同様の 213℃程度 15 分間の処理を行い、

その後W1と同様の爆砕処理を行った。 

爆砕したコナラチップ 0.53 gVS および種汚泥 0.86 

gVSを混合し、前述の刈草の実験と同様に回分式実験を

行った。 

 

表2 コナラチップの爆砕条件 
試 
料 

段 
階 

圧力 
(MPa) 

温度 
(ºC) 

処理時間

(分) 
W1 － 0.9 178 60 
W2 － 0.9 178 180 
W3 1 圧をかけずに 213 15 

 2 0.9 178 60 
W4 － 2.0 213 15 

 

2.2.3  分析方法 

汚泥性状の分析は、主として下水試験方法に従って行

った。なお、CODcrは吸光光度計（DR2400、HACH）

により分析し、その際にはそれぞれCODcr試薬（HR）

を用いた。アンモニアの分析は自動比色分析装置

（TRAACS2000、BRAN LUEBBE）を用いた。発生ガ

スの分析は、3M 水酸化ナトリウム水溶液を通過させる

ことで二酸化炭素を除去し、メタンガス発生量として計

量した。発生量は、水上置換で測定した。 

2．3  結果および考察 

2.3.1  刈草と下水汚泥の混合嫌気性消化 

刈草と下水汚泥の混合比影響調査実験結果を、図1に

示す。ここでは、ブランク（C1-1）における種汚泥から

のメタンガス生成量、および下水汚泥のみ（C2-1、C3-1）

の場合のメタンガス生成量を差し引き、刈草からのメタ

ン生成量としてまとめている。 

刈草の投入量 3 段階いずれについても、下水汚泥 0 

gVSの場合よりメタン生成量が増加していた。刈草と下

水汚泥を混合した実験なので、刈草からのメタンガス生

成、もしくは下水汚泥からのメタンガス生成どちらが向

上したのかは区別できないものの、混合により個別に嫌

気性消化する場合よりもメタンガス生成量の総和は増加

していることが示された。 

混合によりメタンガス生成量が増加する傾向は、異な

る下水処理場の汚泥を用いた過去の実験 4)でも同様であ

る。汚泥採取処理場が異なっていても、刈草との混合消

化特性への影響は少ないことが、示されている 5)。混合

消化による促進効果は、栄養バランスの改善や、下水汚

泥の酸発酵で活性化する微生物群により刈草の可溶化お

よび酸発酵を促進することなどが、その理由に考えられ

る。このような観点でも、下水処理場に刈草を受け入れ

ることは、相乗効果が期待できる。 
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図1 刈草と下水汚泥の混合比影響調査実験結果 

 

2.3.2  コナラチップと下水汚泥の混合嫌気性消化 

4 種類の爆砕条件を施したコナラチップについて行っ

た回分式実験の結果を、図2に示す。ここで、メタン転

換率とは、投入基質量(gCOD)に対する、精製メタンガ

ス量(gCOD)の割合である。ここでは、コナラチップか

らの寄与分のみとして示している。従来の爆砕処理条件

であるW4のメタン転換率が最も高かった。弱い爆砕条

件である W1～W3 では、メタン転換率がやや低下した

ものの、50%程度のメタン転換は可能であった。中温条

件と高温条件を比較すると、高温条件でのメタン転換率

がやや高かった。 

下水の余剰汚泥を対象とした嫌気性消化では、中温消

化での仕上げ処理によりメタン転換率が向上することが

報告されている 8)のに対して、刈草を対象とした混合嫌

気性消化でも高温条件下でより安定していたことが報告

されている 9)。草木系バイオマスの嫌気性消化では、高

温嫌気性消化が有効であることが考えられる。高温条件

下ではアンモニア性窒素の阻害を中温条件下よりも受け

やすいものの 10)、草木系バイオマスの場合は窒素含有率

が低いことから、アンモニア性窒素の阻害影響は少ない

と考えられる。 
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図2 爆砕処理コナラチップと下水汚泥の 

混合嫌気性消化実験結果 

 

3． 地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲の検討 

3．1  目的  

地球温暖化対策として、下水処理場の周辺で発生する

刈草を、下水汚泥と混合して嫌気性消化する場合、刈草

の運搬距離が、地球温暖化対策としての効果に、大きく

影響を与えると考えられる。しかしながら、刈草の収集

範囲の影響を検討した報告は、ほとんど見当たらない。

そこで、地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲を

明らかにするため、嫌気性消化槽を有する既存の下水処

理場へ刈草を運んで、下水汚泥と混合して嫌気性消化す

る事業を一般的と思われる条件で仮定して、実施に伴う

追加的な温室効果ガス(Greenhouse gas, GHG)排出量、お

よび、刈草を嫌気性消化しメタンガスを得て、発電する

ことによるGHG排出削減量を試算した。 

3．2  方法  

評価対象とした事業は、図3に示したとおり、灰色で

着色した11個のプロセスで構成することとした。刈草、

発生したメタンガス、および、消化残渣は以下の条件で

処理されることと仮定した。 

 除草場所は、肥料や農薬が施用されていない。 
 除草は、1年に2回行われ、発生した刈草はその

都度処理される。 
 刈草は、草刈機で除草・回収された後に、トラ

ックで運搬され、嫌気性消化槽を有する既存の

下水処理場へ運搬される。 
 運搬された刈草は、下水処理場内で機械破砕後、

下水汚泥と混合して嫌気性消化される。 
 発生したメタンガスは発電に使われ、発電の排

熱は刈草と下水汚泥の加温に利用される。 
 消化残渣は脱水後に焼却されて、灰は埋め立て

処分場へ運搬し、埋め立てられる。 
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GHG排出量、および、GHG排出削減量は、除草面積

1000m2、1年間あたりを単位として、計算した。1000m2

は、除草工の積算に使われる単位である。嫌気性消化以

後の各プロセスでは、刈草の追加によって新たに消費し

た化石燃料、電力、化学薬品、または、発生した電力に

着目し、既存の下水処理場で汚泥処理に伴い排出されて

いたGHGは評価対象外とした。 
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機械集草

草の運搬

混合嫌気性
消化
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図3 評価対象とした刈草と下水汚泥の混合嫌気性消化

のフロー（灰色で着色された角丸の長方形は、構成する

プロセスを示す） 

 

集計するGHGは、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒

素とした。これらを合計する時には、メタンと一酸化二

窒素の放出量に、温暖化係数(GWP100)11)である28と265

をそれぞれ乗じることで二酸化炭素換算量として計算し

た。GHG 排出量と排出削減量を、プロセス毎に算出し

た。プロセス毎のGHG排出量を、活動に伴って消費さ

れた化石燃料、電力、化学薬品の量に GHG 排出係数

12)(表3)を乗じ、それらを合計して計算した。ただし、化

学薬品のGHG排出係数は、LCAソフトウェア(MiLCA, 

一般社団法人産業環境管理協会)を参照した。一方、発電

機を用いてメタンガスで発電するプロセスでは、発電さ

れた電力が有効利用されたことにより、消費されなかっ

た電力量に GHG 排出係数を乗じ、GHG 排出削減量を

計算した。 

 

 

 

 

 

表3 化石燃料、電力、化学薬品の使用によるGHG排

出係数 

分類 項目 
温室効果ガス 

CO2(kg) CH4(g) N2O(g) 

化石燃料

ガソリン (/L) 2.32 1.87* 0.0215* 

軽油(/L) 2.58 ‐ 0.0641 

重油(/L) 2.71 ‐ 0.0665 

電力 電力(/kWh) 0.550 ‐ ‐ 

化学薬品

消石灰(/kg) 1.05 ‐ ‐ 

セメント(/kg) 0.86 ‐ ‐ 

キレート剤(/kg) 1.37 ‐ ‐  
*トラックの場合は含まない 

 

除草および集草プロセスでは、刈幅150 cmのハンドガ

イド式の草刈り機を用いることとした。草刈り機の性能

は、表4の値を用いた13)。土木研究所の過去の調査14)から、

1,000 m2あたり、1回の除草から、数日乾燥させた状態(含

水率18 %)で334 kg-wetが発生するものとした。 

 

表4 草刈機の性能 

項目 
作業効率

(h/1000m2) 

ガソリン燃費

(L/h) 

除草 1.28 9.2 

集草 1.04 3.0 

 

運搬プロセスでは、1,000 m2で発生した刈草につき、

2トントラック1台15)を計上し、走行距離を変数とした。

トラックへの積み込みや積み下ろしは人力とし、GHG

排出量は無しとした。走行速度を30 km/h13)とし、ガソ

リン燃費4.9 L/h16)から、ガソリン使用量を算出した。 

破砕プロセスでは、刈草を数cmに破砕できる電気式の

破砕機を使うこととし、その効率は、既報17)を参照して、

0.023 kWh/kg-dryと設定した。 

消化、脱水プロセスは、高温消化、遠心脱水によるも

のとした。高温消化は、昨年度の実験18)において安定し

たメタン転換が行われたことから選択した。消化、脱水

による電力消費量は、処理体積に比例するものと仮定し、

汚泥体積と電力消費量の実測値19)から、それぞれ7.2、7.6 

kWh/m3と設定した。刈草の比重は、220 kg/m3として計

算した20)。脱水プロセスでは、刈草の含水率が下水汚泥

と比べてかなり低いため、刈草が保持していた水分は、

脱水後も変化しないことと仮定した。 

焼却プロセスは、100 t/dの流動床式焼却炉を使用する

ことを仮定した。焼却プロセスのGHG排出量は、電力と

化学薬品の使用に伴うGHG排出量に、刈草が焼却される
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際に生じるメタンと一酸化二窒素の発生量を二酸化炭素

に換算して、加えて計算された。刈草のメタンと一酸化

二窒素の発生係数は、一般廃棄物のそれらと同じと仮定

し、それぞれ、0.046 g-CH4-C/kg-Cと0.35 g-N2O-N/kg-N

とした。これらは、一般廃棄物を連続燃焼式の流動床焼

却炉で燃焼した時の重量あたりのメタンと一酸化二窒素

の発生係数21)から一般廃棄物の炭素と窒素の含有率22)で

除して計算された。刈草の投入による、電気と化学薬品

の増加量は、都市ごみの量と質に応じた電気量と化学薬

品量が計算可能なプログラム23)を利用して計算した。焼

却灰のうち、集塵灰は、キレート剤による処理後、セメ

ント固化されるものとした。 

嫌気性消化槽で発生した消化ガスは、精製された後に、

発電機で使用されることとした。メタン発生量は、昨年

度の実験結果18)より、1 kg-VSの刈草の投入につき、0.19 

Nm3のメタンが得られることとし、刈草のVS分解率は

40%とした。発電プロセスでは、刈草の追加によって増

加したメタンガスを使ってガスエンジンで発電し、従来

の化石燃料由来の電気と代替することを想定した。発電

機に関する設定値は、既報19)でとりまとめられた値(表5)

を用いた。ガスエンジンの排熱は、刈草と下水汚泥の加

温（20℃から55℃を想定）に利用されることとした。こ

れにより、従来、下水汚泥の加温に使われていたメタン

ガスの一部が不要になり、それらは、発電機で使われる

こととした。刈草の比熱は、既報24)を参考に、4 

kJ/(kg-dry・K)と設定した。 

 

表5 発電機に関する設定値 

項目 値 

消化ガス精製 (kWh/Nm3-CH4) 0.387 

メタン低位発熱量 (MJ/Nm3, LHV) 35.9 

ボイラー熱効率 (%) 87.0 

ガスエンジン発電効率 (%) 33.0 

ガスエンジン排熱回収率 (%) 34.0 

 

刈草の焼却灰は、下水汚泥の焼却灰と混合されて、4

トンダンプを用い、埋め立て処分場への運搬されること

とした。刈草の焼却灰の運搬によるガソリン消費量は、

4トンダンプのガソリン消費量に占有率(最大積載量4tに

占める刈草の焼却灰重量33 kg/1000m2の割合)を乗じて

算出した。4トンダンプのガソリン消費量は、燃費を6.9 

L/h16)、走行速度は30 km/hとし、算出した。1回除草あ

たりの焼却灰の運搬距離は、日本国内の標準的な値とし

て、往復で21 kmとした。これは、国内の総面積378千 

km2 24)を、国内の灰埋め立て処分場数1,742施設25)で除し

た値と同面積の円の半径の往復分に、迂回率(直線距離に

対する道路距離の比)を乗じて計算した。迂回率は、既報

26)を参考に1.3を使用した。灰の埋め立て処分場への運搬

は、刈草の発生場所から下水処理場までの運搬と異なり、

温室効果ガスの排出量の全体(刈草の運搬に伴う分は除

く)に対し、1%以下で小さいため、固定して計算した。 

灰の埋め立てプロセスは、焼却灰のセメント固化物を

陸上埋め立てすることを想定した。計算には、既往のプ

ログラム22)を使用した。このプログラムでは、浸出水の

処理に電気および重油が使用され、埋め立て用の重機に

軽油が使用されることを想定している。 

刈草の下水汚泥への追加的な投入による脱水性の改善

13)、焼却炉の補助燃料削減の効果（脱水汚泥に刈草のメ

タン発酵残渣が含まれることによる保有熱量増加）も期

待されるが、定量的な効果に関する知見が十分でなく、

過剰な評価になることを避けるため、本計算には含めな

かった。 

3．3  結果 

図4に各プロセスのGHG排出量と発電された電力に

よる GHG 排出削減量を示した。破線は、GHG 排出削

減量、すなわち発電された電力量をGHGに換算した値、

を示す。GHG の排出削減量が排出量を上回るのは、年

間走行距離が 163km(1 回の除草につきトラックの走行

距離81km)以下のケースであった。迂回率を1.3とした

場合、本結果から地球温暖化対策として有効な刈草の収

集範囲は、下水処理場から直線距離で31km以下の地域

であった。運搬プロセスを除いたGHGを排出したプロ

セスのうち、GHG 排出量は、除草、焼却、消化ガス精

製の順に大きかった。 
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図4 走行距離に応じた各プロセスの温室効果ガス排出

量と発電された電力による温室効果ガス排出削減量 
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4．まとめ 

本研究では草木バイオマスに関する嫌気性消化実験を

行った。その結果、刈草と下水汚泥の混合嫌気性消化実

験について、単独消化時よりも混合消化時に、メタンガ

ス生成量の増加することが示された。コナラチップと下

水汚泥の混合嫌気性消化実験について、従来の爆砕処理

よりも弱い圧力0.9 MPaおよび温度178℃の条件下でも、

50%程度のメタン転換率が得られた。 

また、地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲を

明らかにするため、嫌気性消化槽を有する既存の下水処

理場へ刈草を運んで、下水汚泥と混合して嫌気性消化す

る事業を仮定して、実施に伴う追加的なGHG排出量、

および、刈草を嫌気性消化しメタンガスを得て、発電す

ることによるGHG排出削減量を計算した。その結果、

地球温暖化対策として有効な刈草の収集範囲は、下水処

理場から直線距離で31km以下の地域であった。 
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Abstract ：As for developing a biomass resource management system of local authorities, we have been conducting 

the following studies. Applicability of grass or steam-treated Quercus serrata to co-digestion with sewage sludge 

was demonstrated in laboratory-scale experiments. Co-digestion with grass promoted the methane production 

yield. The methane conversion ratio of Quercus serrata treated by stream explosion at 0.9 MPa, which was lower 

than that of the typical treatment, was approximately 50%. The application of co-digestion of sewage sludge and 

weeded grass in a wastewater treatment plant was evaluated by greenhouse gas balances. As a result, the distance 

of grassland to a wastewater treatment plant, which is effective as a means of global warming prevention, is 

revealed to be under 31 km in the direct distance from the plant. 

 

Key words : Co-digestion with sewage sludge, steam-treated Quercus serrata, global warming prevention, 

greenhouse gas, weeded grass 
  


